研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青明舎　　　　　職　種　相談支援専門員　　氏　名　清水　博己

	期　　間　　平成２０年６月１８日　～　平成２０年６月２０日

	出張目的　　平成２０年度相談支援従事者指導者養成研修会参加の為

	出 張 先　　国立身体障害者リハビリテーションセンター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


全体考察：この研修は、講義に１日時間をとり、残りの２日は事例検討とスーパーバイズに時間を費やした。この研修の多くは、事例をもとに展開され、スーパーバイズを受け、それを各地域に持ち帰り、相談支援初任者の指導に役立てるものである。行政説明、先進的に取り組まれている事業所での取り組みの紹介があり、この研修で得たものをどう地域に還元していくのかを考えていく事が必要である。その為に、厚生労働省はこの研修で「自立支援協議会」の充実というのを掲げていた。相談支援事業所が抱えている個別の課題（困難ケース、制度の狭間の方）を、自立支援協議会に報告する事で、地域の課題になり、地域の課題を解決し、障害者も健常者も住みよい街を作っていく、というのが自立支援協議会の目的と機能である事を学んだ。４７都道府県中で２箇所が自立支援協議会を立ち上げていない。青森県と八戸市の自立支援協議会は存在するが、この協議会では担当者から報告をして終了している、という事を聞く。事業所が今抱えている悩み、課題を挙げ、施策の提言となるような活動をしていく必要があり、もっと協議会を活性化させる事が、この研修に参加した者に課せられたものだと思う。

相談支援事業の現状と課題

　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課　障害福祉専門官　高原　伸幸

新潟県中越沖地震の発生により、緊急災害時マニュアルが作成された。

緊急災害時マニュアルのポイント

1 平常時の取り組み・・・緊急時には平常時の動きはできない。自助組織、ルールを作った。

2 相談支援総合センター・・・３障害の相談支援機能をもったセンター。ＰＴＳＤ，メンタルヘルスに対応

3 行政と相談支援事業所の関係・・・自衛隊で入浴施設を作った。障害児の日中サービス、被災状況の把握、情報収集、集約、関係機関への資源の開発

○相談支援事業の実施状況について（厚生労働省アンケートによる）

　　市町村相談支援実施教科事業　５７％、成年後見制度利用支援事業６１％、居住サポート事業８２％が未実施であり、国としてはもっと実施させていきたい。指定相談支援事業者数２５２３カ所に対し、サービス利用計画作成費の支給決定者数１４２９人は少ない。個別支援計画の作成状況では、計画作成立は担当ケース総数の半数以下という事業者が７割。計画の見直し頻度は、半年に１回以下が６割。計画の本人・家族への交付割合は３～４割が渡している。計画書をほとんど渡してない、１～２割程度を渡しているも３～４割。

職員体制は、平均で３．５人、常勤選任が１．９人（全体の５６．８％）

相談員としての平均経験年数は６．５年。事業規模は、年間１４００～１５００万円程度。

○相談支援専門員の現状

　担当ケース数　平均主担当ケース数　全体平均で３９．９件、常勤選任は他に比べて多い。

　平均サポートケース数　他職員が主だが担当の1人として関わっているケース数は１８．５件

○困難性が高いケースの概要

　困難ケースのうち「手帳なし」が１／４いる。

　介護者の状況で、介護者の課題として、殆どのケースで何らかの課題を抱えており、特に介護者の心身に課題がある。高齢である、要支援・要介護状態にある割合が高い。困難ケースを自立支援協議会で共有する事が必要である。

○相談支援従事者研修事業実施要綱の一部改正について

　この改正の背景には、科目名が分かりづらく、内容の理解度に地域差が生じている。ケアマネジメントの基保的理解を促すために、個別支援の実際例を活用した内容とする必要がある。改正のポイントとして、講義科目名をより明確に示し、講義の目的、獲得目標、内容を更に具体的に示した。サービス管理責任者研修の受講要件となっている１日目、２日目の講義科目はケアマネジメントの基礎的な理解を求めるものであり、具体的な事例を通して分かりやすく実施するようにした。

考察：厚生労働省からの説明で、全国の相談支援事業所の状況が分かった。また、困難ケースなどの背景には、高齢や精神障害をもった介護者が潜在している事は、全国的な問題であると認識した。相談支援事業からサービス利用計画作成へと必ずしもつながっていない状況は、今後何らかの動きが出てくるだろう。

地域生活移行支援の現状と課題

　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課　地域移行支援専門官　武田　牧子

精神障害者退院促進支援事業が上手く進まなかった事、全県的で取り組まれなかった事などがあり、自立支援法の地域生活支援事業から切り離した。精神科病院への働きかけや、退院し地域生活への移行を希望する人が暮らしたい地域で安心して暮らせるための個別支援に併せて、体制整備を市町村に働きかけ地域移行の促進と定着図るための特別対策事業として「精神障害者地域移行支援特別対策事業」を創設した。

課題

・障害福祉計画のＨ２３年度末までの目標達成　→　Ｈ２４年度までを集中的取組期間とし、退院促進事業を見直し

・医療施設と地域施設の連携不十分　→　退院促進事業の「自立支援員」を「地域移行推進員」にした。

・精神障害者への個別支援が中心　→　体制整備の総合調整を行う「地域体制整備コーディネーター」の配置

・全都道府県で進んでいない　→　全都道府県、全圏域３６５で実施

考察：モデル事業などで行われている圏域では実績が出ている。地域移行支援事業と相談支援事業を組み合わせ、精明舎でも平成２０年から取り組む為、地域定着を目標に行っていきたい。また、「地域に出す」という事だけが目的ではなく、「地域体制整備」というものも同時に行っていく事が肝要であるとも感じた。

相談支援の実践報告

1 小規模自治体の相談支援事業　―地域自立支援協議会を軸に－

岩手県：ひばり障害支援センター　相談支援専門員　村田　幸雄

　個別支援計画書　岩手県標準例「私の希望するくらし」

1 事業を地域自立支援協議会に位置づける（県内全てに地域自立支援協議会を設置）

2 研修内容の充実強化

3 地域移行推進員の養成

4 岩手県標準例個別支援計画書「私の希望するくらし」の作成

　○地域生活移行のサービス調整窓口となる　県内４１名が活動

　○地域自立支援協議会の推薦により、圏域ごとに３名程度が配置

　→久慈圏域は、４名の相談支援専門員が配置

　○県自立支援協議会に地域移行部会を設置

　○地域移行部会に個別支援計画ワーキンググループを設置

　→地域生活移行計画のツールとして「私の希望するくらし」を作成

　目的

· 本人が希望する地域で、その人らしく生活する事を応援するための「個別支援計画書」

· 本人と支援者が共に考え、共に作成、共に実行する。

　対象

· 精神科病院または施設から、地域での生活を希望する方

· 既に地域で生活している方

　期待される効果

· 本人の「希望」や「願い」、具体的な支援方法、支援の経緯などが支援者間で共有できる。

· 施設等の所在地以外での生活（移行）を希望する際に、その市町村への申し送りの共通ツールとして活用できる。

· 「私の希望するくらし」の評価＝「ケアマネジメント」の評価へ

· 個々の課題が地域への課題としてみえてくる。

· 市町村の普遍的課題として障害福祉計画に反映できる。→地域自立支援協議会の機能強化につながる。

　特徴

· 主語が本人　→本人がどうしたいのか、に着目

· 「できない事」ではなく「できる事」に着目する

· ケアマネジメントのプロセスを明確化

· 利用者の主観的QOL評価尺度を導入

· ケアマネジメントの手法を用い、関係する機関等がケアチームを作り、本人の「希望」を支援する体制ができる事

· 本人や家族、応援する支援者にも分かりやすく、支援内容等を表記できる事

　支援者の姿勢

· 本人が話す「希望」や「夢」などを否定することなく受け止める事

· 希望や夢などの実現に向けて、今からできる事はなんだろう、取り組める事はどんなことがあるだろう、などを共に考えていこうとすること。

　考察：岩手県は、全圏域でネットワークが構築されている。相談支援の共通のツールとなっている「私の希望するくらし」は、そのネットワークから作られたものであった。何もない小さな地域だからこそ取り組める事があると感じる。また、ケアマネジメントは誰のために行っているものなのか、を考えた時、必然とその説明やプランなどは分かりやすい表現とならなければならない。

2 専門的広域的相談支援事業との連携　―発達障害者支援を視点にして－

新潟県：障害者就業・生活支援センターハート　高井　滋

　特に記載する事項なし

長野県における精神障害者の地域生活移行について

　上小圏域障害者総合支援センター　精神障害者退院支援コーディネーター　宗利　勝之

　長野県社会部障害者自立支援課　技師　竹入　由香

長野県　障害者地域生活移行支援の始まり

	知的障害
	精神障害

	H15　西駒郷（知的入所施設）の地域生活移行の取り組み開始

H16　相談、居住、日中の場の受け入れ体制の施策を充実

H17

H18　H15からの取り組みで１８８人が地域生活移行を実現。

　　　H15からのGHの設置数３８件→１４９件に増加
	H15　佐久保健所でモデル事業開始

H16　県内３箇所の保健所でモデル事業開始

　　　知的障害者の施策に相乗りし、受入体制充実

H17　県内８病院を対象に実施

H18　H15からの取り組みで３０人の退院を実現

　　　H15からのGH設置件数２５件→４８件

　　　県内全圏域を対象としたが、協力病院は１０箇所になる。


精神障害者の退院支援はどうしてうまく進まない？

なぜ？　

社会資源が増えない　→社会資源を作る施策は知的障害分野と同じなのに・・・

支援対象者（退院可能な患者）が増えない　→精神科病院の長期入院者は入院者の６７％もいるのに・・・

支援者（退院支援を実施する者）が増えない　→病院も相談支援事業所もあるのに・・・

精神保健福祉の３「ない」課題

1 GH等の社会資源をつくる法人が少ない

2 病院との連携が図れていない

3 退院支援を専任で行う者がいない

病院側からみた退院促進支援

病院から言われた事

· 退院できる人は退院させたから、もう退院できる人はいない

· 本人が退院したがらないから無理

· 既に家族の世代も代わってしまい、受け入れてもらえない

· 特養（入所型施設）空きがあれば退院できる

· 退院しても生活費がかかり、退院するメリットがない

病院の考える３「ない」課題

1 退院先の住居（施設？）などが整っていない

2 日々の業務に追われ、長期入院者の支援をできる時間が少ない

3 退院のメリットが病院にも患者にもない

コーディネーターによる退院支援の実際

　病院に入る事で、病院職員から退院支援コーディネーターという肩書きで睨まれる

　長期入院者と面接するときは「なんとなく」面接することが大切

　また、外から来た人を敬遠する。

　退院支援におけるケアマネジメント３「ない」宣言

　主人公を忘れない、抱え込まない、あきらめない

　考察：退院促進支援事業について先進的に取り組んでいる長野県の報告を聞いて、退院促進を利用して地域に戻る方は増えている。病院と地域で支援するスタッフの視点の違いがあり、そこは「医療モデル」「福祉モデル・生活モデル」とも言われるが、どちらも違いがあって当然であり、どうチームとして上手くまとめていくのか、という事がコーディネーターの役割だと思う。長野県の精神医療などの背景について説明が欲しかった。

相談支援事業の評価

　東北福祉大学総合福祉学部　教授　西尾　雅明

　相談支援事業における評価の意義

　なぜ保健・福祉サービスを評価するのか？

　→１９６０年代から技術評価の　　１９９０年代医療　　の評価

　

　　最近では社会福祉でも評価

　ACT　→サービスにつながらない　再入院多い　　就労支援を受けたい→２つの事業　権利擁護の視点でも

　技術評価の発展

　　EBM（根拠に基づく医療）

　　EBP（根拠に基づく実践）

　サービス利用者の権利擁護の重視

　コストパフォーマンスからの要請

　最終的には、個々の利用者の支援に反映されていくもの

　プログラム評価階層

　５W１H　→評価の目的は？　何を評価するのか？　

　プログラムの費用と効率のアセスメント

　プログラムのアウトカム／インパクトのアセスメント

　プログラムのプロセスと理論のアセスメント

　プログラムのニーズのアセスメント

　

　個別支援のプロセスの評価　→小さなケアマネの評価

　事業評価　→大きなケアマネ

　ケアマネジメントのサイクル（野中モデル）

　

　ケアプロセスにおける評価

　エバリュエーションの事

　　アセスメント時の「事前評価」（実は査定）、モニタリングと混同されがちなので、注意が必要

· アセスメント　事前評価　査定　

· モニタリング　介入効果の分析・評価

· エバリュエーション　事後評価

　相談支援事業における評価

· 個別支援でのケアプロセスにおける評価

· 事業評価

	
	プロセス評価
	アウトカム評価
	費用効果分析

	内部評価
	
	
	

	外部評価

（第３者評価）
	
	
	


　＊評価への利害関係者の関与の程度からは、①独立評価　②参加型、協働型評価　③エンパワメント評価などに類型化される。

　障害者の相談支援に従事する職員のための自己評価チェックリストの利用について

　目的：相談支援における、相談受付からケアマネジメントの開始・終結にいたる一連の流れを理解し、相談の全体的な流れについて自己評価するとともに、よりよい相談のためにどのような課題を解決すればよいかヒントを得ることを目的とします。

　評価の相談支援

　・個別支援の評価×事業評価

　・アウトカム評価（満足度）×プロセス評価

　・評価事業×研修事業　→地域自立支援協議会

考察：個別支援も事業も「やりっぱなし」になっている。それを防止するために評価を行う。そして最後に利用者に還元する。評価におけるエンパワメントの視点として当事者、関係者、住民にエンパワーさせることが街づくりのひとつではないか。そのためにエンパワメントのエッセンスを取り入れて活動をしていく。この講義でモニタリングと評価が混同されている、とも話していた。評価できる視点をどう磨いていくのか、というのは研修や事例を通した日々の研鑽が必要だと感じた。　

障害者の権利擁護と相談支援

　慶応義塾大学看護医療学部　准教授　末安　民生

女優　竹下　景子さんの社会的責任

「製品安全広報大使」辞退

　製品を正しく使用するよう呼びかける経済産業省の初代「製品安全広報大使」に就任した女優の竹下景子さんが２１日、大使の辞退を同省に申し出て、受理された。竹下さんは１９日に甘利経産相から任命状を受け取ったばかりだった。竹下さんは１９８６年から２００５年までガス機器メーカー「パロマ」のＣＭに出演。同社が製造した湯沸かし器では、一酸化炭素中毒事故が２８件発生、２１人が死亡している。竹下さんは任命後の１９日、テレビで事故の遺族が福田首相に製品安全への取組を要請する場面を見て「遺族の心情を考えて大使を辞退したい」と考えた。

　大使という公的な仕事よりも、遺族の心情を考えた。誰のために、なぜするのか？を考えた。転換期の職業倫理につながる。自立支援法ができ、平成２１年度の改正が目の前に迫っている。その中で、なぜ地域移行、退院促進なのか？入院していた人が、病院で一生を終えていたのに、なぜその退院促進の対象者は病院で死ねないのか？転換期における責任は、立場上当然負わなければならない任務や義務。自分のした事の結果について責めを負う事である。社会保障・障害者福祉の転換期である今、直接サービス提供者も転換期になっている。

サービス支援者は、対人サービス業である。サービスは形がなく姿が見えない。（言葉は消えるが、その人の心に残る、発信する方と、受信する方とのずれがある）複雑な無形財となる（理容・美容、調理、家庭教師も〃カテゴリー）。対人サービスの特性として、サービス提供者・援助者と顧客・患者との「出会い」がある。「提供者と顧客との直接的な相互作用」を前提としている。モノは工場で作られ、店で売られるが、対人サービスは、生産と消費が同時に行われる。生産消費が瞬間的に人の身体的・感情的回路を交差する。サービス産業の特徴として、サービス提供者の質自体が問われる。教育・訓練の難しさ、標準化（人によって違うため、複数で関わることが望まれる）や労働環境の整備に限界がある。質の評価や倫理規定の難しさ。受け手の期待とサービスの差、権利擁護の到達目標と結果に差がある。労働内容の不可欠な構成要素として、適切／不適切な感情経験・表出が規定されている職業の事を言う。

考察：権利擁護は、高齢者のみの権利擁護ではない。制度を理解することも重要だが、利用者と制度の接点にたっている相談支援員は、もっと権利擁護制度を活用できる機会がある。権利が見えないから分からない、見つからなければ分からない、という事ではない。そのためには職業倫理が問われてくる。

支援計画の見直し（モニタリング）の視点と評価方法

　日本福祉大学　社会福祉学部　教授　野中　猛

事例検討（グループワーク演習）

　グループでの討議　Rグループ

　中村　良

（社会福祉法人　滋賀県社会福祉事業団　企画事業部　自立生活支援員　地域ケアシステム推進担当）

　考察：事例検討を行ううえで、ポイントを押さえなければならない。アセスメント情報は足りているのか？ストレングスの視点はあるのか？支援計画に無理はないのか？というモニタリングの視点を持ったうえで、支援の評価を行い、見えてきた課題を整理していく。日々のケアマネジメントを行ううえで、「終結（ゴール）」はどうするのか？を念頭において支援をしなければならない。

スーパーバイズ（個別事例の検討）

　野中　猛（日本福祉大学　社会福祉学部　教授）

　佐藤　光正（駒沢大学文学部　社会学科　社会福祉学専攻　准教授）

　福岡　寿（社会福祉法人　高水福祉会　北信圏域障害者生活支援センター　常務理　兼　事相談支援専門員）

　門屋　充郎（特定非営利活動法人　十勝障がい者支援センター　理事長）

　中島　秀夫（滋賀県障害者自立支援協議会　事務局長）

　坂本　洋一（和洋女子大学　生活科学系　社会福祉学研究室　教授）

　鈴木　智敦（社会福祉法人　名古屋市総合リハビリテーションセンター事業団　名古屋市総合リハビリテーションセンター　総務部経営企画課長）

　考察：カンファレンスを行っているが生産性のあるカンファレンスをしているのか、という問いかけに、振り返りを行うと、必ずしも結果や意味のあるカンファレンスをしていなかったように思える。

　　　キーワードを見つけておくと、チームも本人も元気になっていく。問題を見つける作業は、閉塞感があるが、いいとこ探し＝ストレングスを見つけていくのは支援者も楽しくなる。誰でも変化をする事には不安があり、システムを変えたい、という思いがあるならば、どうしようもなくなった時に介入する時が変化を促す時であり、危機はチャンスでもある。システムは、１つのシステム（ステージ）では動きにくい。市町村レベルで変化がなくても県が動けば市町村は動くように、「上」に働きかけるというものもあることを学んだ。システムを変える為にも、またその契機づくりのためにも自立支援協議会を活用していく事が必要だと感じた。

自立支援協議会の運営（グループワーク）、スーパーバイズ（自立支援協議会）

　各演習講師

　各スーパーバイザー

　考察：精神障害者ケアマネジメントのケアプランにある「満たされないニーズ」というのが今は重要だ、とスーパーバイズがあった。満たされないニーズの中には、本人の能力的なもの以外に、制度的なもの、地域の問題、社会資源の問題などがあり、その積み重ねを１事業所だけが持ち続けるのではなく、地域で共有していき自立支援協議会にあげていく事が必要である。

　　　　学校はブラックボックスだと言われていたが、教育との連携が今後必要になってきている。学校時代に、蓄積された本人の情報がなかなか出てこなく、養護学校を卒業したら、また１から支援者が変わり、支援に必要なものは何かを話し合わなければならない状況があった。しかし、今では他分野を巻き込んだ展開がされはじめ、教育・学校はブラックボックスではなくなってきている。職業倫理を持ちながらも自分たちが仕事がしやすい為には、どうしたらいいのか、という環境を整える事が相談支援事業所に科せられたものだと思う。そのためには声を出していく事が必要だと感じた。
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